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序　　　　　文

ヴィエトナム社会主義共和国政府は1986年より「ドイモイ（刷新）」路線を打ち出し、市場経済原

理の導入やこれに伴うさまざまな経済的、社会的変化を遂げてきました。

このような状況下で保健・医療分野においては、医療サービスの質の向上および医療サービス

のネットワークの拡大が重要課題とされ、その具体的な施策の一環として各地域の基幹病院の機

能強化を図るための院内新組織の設置が保健省のイニシアティブのもとに進められています。同

国にとって大きな課題のひとつである地域間格差の解消の観点からもこれらの動きに対し日本か

らの技術協力による支援が求められており、2000年１月から北部地域の基幹病院であるバックマ

イ病院において５年間のプロジェクト方式技術協力が開始される予定です。

また同様の観点から、当事業団により実施中のリプロダクティブヘルスプロジェクトは、地域

に根ざした技術協力として高い評価を受けており、同プロジェクトの成果をさらに発展させるべ

く継続的な技術協力が強く期待されています。

一方、マラリア、結核等感染症対策、エイズ対策、子供の健康等重要課題については、これま

での協力を通じ、ポリオの減少が観察されるなど保健医療事情の改善に着実に成果をあげている

ことから、今後とも積極的な対応が必要とされております。

これらの状況を踏まえ、国際協力事業団は 1999年８月、医療協力部医療協力第一課長橋爪章を

団長とする保健医療分野基礎調査団を派遣しました。

本報告書は、基礎調査の結果を対象分野ごとに取りまとめたものです。

ここに、これらの調査にあたりまして、ご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる

謝意を表しますとともに、今後ともご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成 12年１月

国際協力事業団

理事　阿部　英樹
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１．基礎調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ヴィエトナム社会主義共和国（以下、ヴィエトナム）政府は、1991年に策定した「2000年までの

社会・経済の安定化・開発戦略」において、プライマリー・ヘルスケアを全国にいきわたらせるこ

と、保健医療サービスの質を向上させることに政策の重点を置いている。これに対応し、ＪＩＣＡ

では、援助再開後、ヴィエトナム政府の要請により 1992年より 1999年３月末までホーチミン市に

おいてチョーライ病院プロジェクトを実施し、1997年よりゲアン省においてリプロダクティブヘ

ルスプロジェクトを実施している。また、2000年よりハノイ市においてバックマイ病院プロジェ

クトが開始される予定である。

本調査団は、プライマリー・ヘルスケア活動として高い評価を得ているリプロダクティブヘル

スプロジェクトの協力期間が2000年５月に終了すること、食中毒対策強化のため1999年２月に保

健省に食品管理局が新設されたこと、（財）国際看護交流協会の調査により看護人材育成のニーズ

が判明したこと、などの状況下、各分野の現状と問題点および要望を調査、確認するとともに、保

健医療分野の関連情報を収集することを目的として派遣されたものである。

１－２　調査団の構成

担　当 氏　名 所　　属

団長　総括 橋爪　　章 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課長

団員　食品衛生 井関　法子 厚生省生活衛生局食品保健課バイオ食品専門官

団員　看護計画 三浦　　規 （財）国際看護交流協会参与

団員　リプロダクティブヘルス 山口　澄江 （財）家族計画国際協力財団企画開発事業部長

団員　通訳 永井　　蘭 （財）日本国際協力センター
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務

１ ８月15日 日 ハノイ着

２ 16日 月 日本大使館、ＪＩＣＡヴィエトナム事務所との打合せ

計画投資省との協議

ＷＨＯとの協議

３ 17日 火 保健省関係者との協議

バックマイ病院との協議

食品管理局との協議

ドンダ病院との協議（三浦団員）

４ 18日 水 国立衛生疫学研究所（ＮＩＨＥ）、ポリオセンターとの協議（橋爪団長）

市場食品衛生調査

ＵＮＩＣＥＦとの協議

ＵＮＦＰＡとの協議

ナムディン高等医学校との協議（三浦団員）

５ 19日 木 大石専門家（ハノイ市派遣公衆衛生行政アドバイザー）から都市保健につ

いての事情聴取

保健省にてミニッツの協議

日本大使館、ＪＩＣＡ事務所との打合せ

６ 20日 金 保健省にてミニッツ署名

ＪＩＣＡ事務所へ調査結果報告

ホーチミンへ移動（橋爪団長）

７ 21日 土 チョーライ病院との協議（橋爪団長）

帰国（山口団員を除く）

以下、山口団員のみの日程

ヴィンへ移動

８ 22日 日 リプロダクティブヘルスプロジェクト関係者との協議
〜
12 26日 木 ハノイへ移動

13 27日 金 保健省との協議

ＵＮＩＣＥＦとの協議

日本大使館、ＪＩＣＡ事務所へ調査結果報告

14 28日 土 帰国
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１－４　主要面談者

（1）ヴィエトナム側関係者

1） 計画投資省（ＭＰＩ）

Dr. Duong Duc Ung General Director, Dept. Foreign Economic Relations

2） 保健省（ＭＯＨ）

Dr. Trinh Bang Hop Director General, Dept. International Cooperation

Mr. Nguyen Phi Tuyen Expert, Dept. International Cooperation

Dr. Tran Phuong Mai Deputy Director, Dept. MCH/FP

Ms. Mai Thi Thanh Expert, Dept. Planning

Dr. Trinh Quan Huan Director, Dept. Preventive Medicine

Dr. Nguen Thanh Long Expert, Dept. Preventive Medicine

Prof. Phan Thi Kim Director, Dept. Food Administration (FA)

Prof. Le Ngoc Dao Superior Adviser, FA

Eng. Hoang Thuytien Head, General Administration Section FA

Dr. Nguyen Dinh Quang Head, Com. & Info. System Management Section FA

Mr. Le Ghang Staff, Com. & Info. System Management Section FA

Eng. Tran Viet Nga Staff, International Cooperation Section FA

Prof. Hoang Thuy Long Director, National Institute of Hygiene and Epidemi-

ology

Prof. Dang Duc Trach Director, National Programme of Immunization, Na-

tional Institute of Hygiene and Epidemiology (NIHE)

Assoc. Prof. Do Si Hien National EPI, NIHE

Dr. Nguyen Van Man Director, Poliovac Center

3） ドンダ病院（Dong Da Hospital）

Dr. Nguyen Bich Dao Vice Director

4） ナムディン高等医学校（Nam Dinh Higher Secondary Medical School）

Rector Do Dinh Xuan

5） バックマイ病院（Bach Mai Hospital）

Prof. Tran Quy Director

Dr. Nguyen Chi Phi Vice Director

Dr. Nguyen Quoc Tuan Head, Dept. General Planning

Dr. Nguyen Ngoc Tuong Vice Director, Nursing School
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Dr. Nguyen Thi Nga Head, Direction Office of Healthcare Activity at

Provincial and Lower Levels（DOHA）

Ms. Ngo Thi Ngoan Head, Dept. Nurse

6） チョーライ病院（Cho Ray Hospital）

Dr. Truong Van Viet Director

Dr. Hoang Hoa Hai Chief, Dept. Training

Dr. Dang Van Phouc Chief, Dept. Surgery

（2）国際機関関係者

1） ＷＨＯ

Dr. Marcus H. Hodge Medical Officer, EPI

2） ＵＮＩＣＥＦ

Dr. Victor O. Cole Project Officer, Health

Mr. Nguyen Minh Tuan Project Officer, EPI

3） ＵＮＦＰＡ

Mr. Vu Cong Nguyen

（3）日本側関係者

1） 在ヴィエトナム日本国大使館

井田充則 一等書記官

井村久行 二等書記官

2） 派遣中専門家

渡邉一代 リプロダクティブヘルスプロジェクト

大石修 ハノイ市公衆衛生

加藤紀子 バックマイ病院（短期調査）

3） 企画調査員

佐々木忠弘 ホーチミン総領事館

4） ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

地曳隆紀 所長

畠山敬 次長

渡部晃三 副参事
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２．総　括

ヴィエトナムの近年の発展はめざましく、戦略的に援助の分野、タイミングを図ることで大き

な投資効果が期待できる発展段階に至っている。本調査団においては、現時点において動きがあ

るいくつかの分野に焦点を定め、現状と問題点を調査し、関係者の要望を確認した。

食品衛生分野については、協力の意義が大きいことを双方にて確認した。プロジェクト方式技

術協力の要請も準備中であったが、当該分野における協力の実績がないところで唐突にプロジェ

クト方式技術協力を開始することはできず時間を要するため、（短期／長期）専門家の派遣から協

力を開始することが妥当であろうことを合意した。

看護計画分野については、ナムディン高等医学校における看護人材養成に力点が置かれており、

無償資金協力の要請もなされている。当該分野については他ドナー（米国）が深く関与してきてい

ることもあり、わが国としても、短期専門家派遣による協力の可能性について示唆した。

リプロダクティブヘルス分野については、現行プロジェクト終了後にゲアン省との協力を絶っ

てしまえば、これまでの成果が萎んでしまうであろう懸念が各方面から聞かれた。次期フェーズ

の早期立ち上げが必要であることについては、双方合意した。

このほか、麻疹ワクチンの自国生産についての要望等を聴取し、協議結果をミニッツとしてま

とめた。ミニッツ署名後、山口団員はリプロダクティブヘルスの今後の協力についての現地調査

のためゲアン省へ、橋爪団長はチョーライ病院における協議のためホーチミン市へ移動した。
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３．調査結果

３－１　食品衛生

（1）調査概要

ヴィエトナムでは、近年、食中毒の発生件数が急増し社会問題化しつつある状況にあり、食

品衛生管理能力の向上のためのプロジェクト方式技術協力および当案件形成のための短期専

門家派遣の要請が、非公式にヴィエトナム政府からＪＩＣＡに提出されている（新規案件とし

てはトッププライオリティとして現地日本大使館に正式に要請される予定）。

今回の調査団は、最初の訪問先である計画投資省の Director Dr. Duong Duc Ung から、

「ヴィエトナムにおける食品衛生管理能力の向上は、政府の最重要課題として取り組むべき事

項であり、非公式に提出している協力要請内容などについて、保健省から十分状況を聴取し

てほしい」旨、強く要請された。

そこで、ヴィエトナムにおける食品衛生の具体的状況等について、1999年２月に保健省内

に設置された食品管理局から、概要を聴取した（別紙１：先方の出席者リスト参照）。また、同

省予防局等からも関連情報を入手した。

食品管理局の設置から間もないことや、食品衛生のための法律がないなどの現状から、食

品衛生管理能力の強化のためには、その基盤整備から着手する必要があることが容易に推察

された。仮に、本案件の技術協力が開始されたとしても、取り組むべき内容が広範であるこ

とから、まず、何を優先的に行う必要があるのか等について十分把握する必要がある。

当方から、「仮に技術協力をするとなった場合、すぐにプロジェクト方式の技術協力に入る

よりも、まずは、単発で専門家を（短期間・長期間）派遣することのほうが適当ではないか」

と提案したところ、食品管理局は快く同意し、双方の認識は一致した。

今回の調査で得た情報（別紙２参照）は、主に、食品管理局との面談によって得たものであ

り、一面的なものでしかない。ヴィエトナムが直面している食品衛生にかかる諸問題を把握

するためには、関係機関の現地調査などもあわせて行う必要があると思われる。

幸いなことに、食品管理局のスタッフは全員英語での執務が可能であり、また、派遣専門

家の執務場所の確保が容易であることから、仮に将来、専門家を派遣することとなった場合

には、その受入体制は整っているものと推察された。

なお、現在のところ、日本政府以外のドナーに対し、同様の要請は出していないことを口

頭で確認した。
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別紙１

List of persons whom we met

an the Vietnam Food Administration (VFA)

1. Prof. PHAN THI KIM

Director of Vietnam Food Administration

2. Prof. LE NGOC DAO

Consultant

3. Eng. HOANG THUYTIEN

Head of General Administration

4. Dr. NGUYEN DINH QUANG

Head of Communication and Information System Management

5. Eng. TRAN VIET NGA

International Cooperation Section

6. Pharmacist, LE GIANG

Communication and Information System Management
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別紙２

ヴィエトナムの食品衛生について

１．概要

（1）ヴィエトナムでは、ここ 10年間のドイモイ開放政策による市場経済への転換により、食品

衛生分野において新たな問題が生じていることから、ヴィエトナム政府は、1999年２月に、首

相府決定により保健省内に食品管理局を設置し、食品衛生対策の推進・強化を最重要課題と

して取り組むこととし（附属資料④－１　Decision of the Prime Minister, No.14/1999/

QD-TTg, February 4, 1999）、食品の品質・衛生および安全性に関する行動計画を提示した

（附属資料④－２　Circular of the Prime Minister, No.08/1999/CT-TTg, April 15, 1999）。

（2）ヴィエトナム政府が直面する食品衛生にかかる問題として、まず、食中毒の問題がある。最

近、食中毒による死亡率が増えており、ＴＶ・新聞・雑誌などでも食中毒の問題が数多く取

り上げられている。最近もハノイ郊外で 100名規模の食中毒が発生しており、連日、食中毒

関連の報道がなされた。衛生意識をもって食品を選ぶための番組の放映も行われている。

（3）保健省食中毒統計によると、1997年に 558件の食中毒が発生し、6500人が入院、46人が死

亡している。その原因の 50％は微生物汚染によるものであり、27％が化学物質汚染によるも

の、10％は有害物質汚染によるものである。また、発生の30％は、幼児の集団発生例である。

（4）市場拡大に伴い、食品衛生に関する政策が立ち上がる前に、飲食店や食品製造業が急増し

たことから、食品加工から消費に至るまでの食品衛生管理が不十分である。特に中小規模の

食品加工工場などにおいては、食品の安全品質管理はきわめておろそかになっている。食品

の生産者、製造者は衛生意識が低く、利潤のみを求める傾向にあり、食品の安全検査にコス

トをかけるようなことはしない。消費者にも食品衛生に関する知識はほとんど浸透しておら

ず、価格が安ければそれでよいという認識がある。

（5）農業や畜産分野では、生産規模の拡大のため、植物に農薬などの化学品を乱用したり、家

畜飼料などに抗生物質を多用している。こうした状況に対応するために、農作物などの検査

を実施する必要があるが、十分な検査機材や人材が確保できていない。

（6）そもそも根本的な問題として、食品衛生管理に関する法律が存在せず、これまではいくつ

かの規則で対応してきたにすぎない。今後、食品管理局内の体制づくりや法整備を早急に進
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めるうえで、食品衛生行政の how toについての専門知識が必要となっている状況である。

（7）食品管理局からの要望事項は次のとおりである。

・食品衛生管理能力の向上・強化（食品管理局における法律の策定・行政的管理、活動のknow

howが必要）

・食品衛生に関する人材の育成

・検査等の施設整備（57省における微生物の検査体制の充実強化と、化学物質検査体制の整備

（ハードおよびソフト）。また、国の検査機関における化学物質などの高度検査の設備の整

備が必要）

・食品の監視、分析検査および食中毒に関連するトレーニングプログラムを実行すること

・食品の安全性に関する国民の意識の向上を図ること

２．組織・体制等

（1）食品管理局

食品管理局は、27名の正規職員と 15名の契約職員から構成され、医師、獣医師、薬剤師、

エンジニアのほか、経済学、法学などの専門性を有している。局内には５つの部署（室）があ

る（附属資料④－３　組織図参照）。

（2）食品の検査体制

食品に関する検査、調査などはこれまで予防局が所管。57の省において微生物検査、化学

検査を実施できる施設が設置されている（注：予防局の説明では 57のうち９つの省にしかラ

ボラトリーがないと説明していたのと食い違いがあることに留意）。

省レベルで検査困難なものについては国の研究検査機関（附属資料④－４参照）で対応して

おり、微生物については Institute of Hygiene and Epidemiology（in Tay Nguyen）、In-

stitute of Hygiene and Public Health（in Ho Chi Minh City）において、食品一般につ

いては Institute of Nutrition（in Hanoi）で対応しているらしい（口頭説明だけなので、正

確かどうかは疑問）。

（3）食中毒対策

食中毒発生件数の調査方法を最近変更しているらしいが、どのような調査手法を用いてい

るか、具体的に聴取する時間はなかった。

57省にある保健所からあげられた報告を統計処理しているようだ。従来よりも比較的数字

を的確につかんでいるとの説明があったが、1997年の発生件数をみると（人口比で）日本より
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はるかに少ないので、実態を正確につかめているかどうかは疑問である。

食中毒の発生原因は微生物によるものが多いが、農薬や添加物などの化学物質の使用の増

加や、原因不明の食中毒事例で、微生物以外の原因とみられるものもあったようである（82名

の食中毒例について、症状から微生物以外のものが原因と推察されたが、検査が技術的に不

可能で、原因を特定できないケースとして扱ったらしい）。

化学物質対策として、農村開発省と協力して、農薬や動物用医薬品の検査を実施している。

ブラックマーケットからの化学薬品の流出を把握できないらしく、使用段階の規制に苦慮し

ている模様である。

３．その他（参考）

（1）Month of Action

1999年４月の首相通達を受けて、保健省が７～８月に食品安全月間としての活動を行った。

マスコミを通じた普及啓発や、他省庁と連携して食品の検査や、教育などを行っている。（附

属資料④－５）

（2）市内の衛生状況等

1） ハノイ市内の３つのマーケット（小、中、大）の現地視察を行った。小規模のマーケット

では、オートバイが店舗の直前を自由に往来している。

通路の状態はあまりよくない。排水を流す側溝は設けられていたが、あまり機能してお

らず、周囲の水はけが悪いところもみられる。

ブロック肉のカット処理や鶏のと殺はマーケット内部で行われている。食肉店のすぐ隣

に八百屋があるなど、衛生上に問題が生じる恐れのある店舗の配置となっている箇所が多

く見受けられた。魚の処理などは、基本的に流水を使用していない模様である。

市内最大のマーケットでは、小規模マーケットより多少状況がよく、排水状況も比較的

よい。水道設備も整っている模様である。

ヴィエトナムでは犬肉を食する習慣があり、市場に入ると体（内臓は除去）が陳列（火炎

による除毛を行っているのか、表面は焦げていた）されている。なお、犬肉を食する時期が

決まっているらしく、月の特定の期間だけ見ることができるらしい。また、犬は他の家畜

などと同じように飼育されており、専用の農場があるらしい。

食品の冷蔵ケース等、専用保管ケースはみられないが、肉等は、処理後すぐに販売する

という流通形態をとっている模様で鮮度は良好のようである。

加工食品も専用ケースに保管されておらず、温度管理もしないまま、販売されている。

なお、高温多湿の気候にもかかわらず、全般的にハエなどの衛生昆虫はほとんどみかけ
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なかった。

2） 市内の飲食店

小規模の屋台などの飲食店では、（たとえば、麺類を調理する場合であれば、麺、肉、卵、

野菜などの）生の食材用の保管ケースを設置しているところはほとんど皆無である。

飲食店の調理場・洗い場は、区画された土間のようなところに設置されている。その作

業は地面とほとんど高さがかわらない設備で実施されている（この形態はヴィエトナムでは

一般的らしい）。

3） その他

市内にはごみ箱が設置されていないので、市民は生活ごみを道路に投げ捨てているが、

そのわりには清潔感があった。おそらく定期的に回収されているものと思われる。
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３－２　看護管理

〈面談録：1999年８月 16日〉

（1）日本大使館表敬訪問（9:00）

団長より調査団の目的と団員の紹介

（2）ＪＩＣＡヴィエトナム事務所訪問（10:30）

地曳所長と調査団の今後の日程を話し合うとともに、それぞれの担当者と意見交換をし

た。看護の分野に関しては、看護婦のレベルが低いので、ぜひナムディン高等医学校に力

を入れてほしいと要望された。

（3）計画投資省訪問（14:00）

Mr. Duong Duc Ung（Director of FERD）と面談した。

団員の紹介、新しい援助の課題を探るため訪問した。Mr. Ungより日本の援助に対する

見解を述べられ、今後、期待することとして、いくつかの事柄があげられた。

看護関係に対しては、以下のことが述べられた。

まずヴィエトナムでは間違った考え方をもっていた、というのは病院には医者がたくさ

んいれば、患者に対してよいことだと了解していたので、看護婦の数、看護のレベルにつ

いては全く考えていなかった。その結果、最近の病院は惨憺たる有様で、患者から看護婦

に対する不満が非常に多い。そこで、医療の分野の改善は医師のみではなく、看護婦のレ

ベルアップが必要であると考え始めた。そのための看護婦の教育が急務であり、日本大使

館に援助の要請を提出済みである。特にナムディン高等医学校が看護教育の中心になるよ

うに支援をしてほしい。８月18日に本ミッションがナムディンを訪問することを大変嬉し

く思う（なぜなら、ナムディンは Ung局長の出身地）。

（4）ＷＨＯ訪問（15:30）

看護に関しては特に話し合いはなかった。

〈面談録：1999年８月 17日〉

（1）保健省訪問（8:00）

1） Hop国際協力局長より、以下のことが話された。

1992年から今日までの日本の協力に対する謝意が表明された。ホーチミン市のチョー

ライ病院のプロジェクト方式技術協力は非常によい結果を得たと評価している。看護の

分野で研修員として多くの者が日本で学び、ヴィエトナムのなかでそのような人々が多
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くのワークショップを開き、その結果を 19省に広めることができた。1995～ 96年にハ

ノイ市の９つの病院に日本のミッションが入り、機材を配布してくれたことを感謝する。

今度はこの機材を使いこなすように努力したい。2000年６月 30日にバックマイ新病院が

開院予定で、技術移転のためのミッションを 2001年に開始予定である。看護婦のことに

ついては、保健局のなかに６年前から看護協会が設立された。しかし、まだ年月が浅い

ので、よいアイデアが出されていない。今後はよい看護婦を養成したいと考えている。47

省に看護学校があるが、中級レベルの看護婦の養成しかできなかったが、やっとナム

ディンの学校をつくることとなった。ただし、新しい学校なので機材も何もないので、機

材の供与と日本での教員の養成をお願いしたい。

2） Ms. Nguyen Bich Luu（Vice Secretary General, VNA）（国際看護協会のメンバーが来

越していて会議中のなかをぬって面談）

当方よりの質問事項に対する回答は以下のとおりである。

① 新しい考えに基づいた教育とは

→詳しいことはＷＨＯと保健省で開催したワークショップのレポートに記載してある

ので、参照してほしい。

② 看護のレベルアップの具体的アイデア、たとえば国家試験について

→近い将来、国家試験を実施する予定である。各主要地域に高等医学校（３年制）を建

設する一方、現役の看護婦には再教育を施す。

③ 将来の看護婦の数をどれくらいとみているか

→詳しい数字はレポートを参照してほしい。

④ ナムディンをどのような学校にしたいのか

→ナムディン高等医学校は４年制大学とする。

⑤ ナムディンの教員の研修についてどのように考えているか

→実際にアメリカのＮＧＯから２名が教師の指導のために来越している。

　８月 18日の午後、ナムディンを来訪予定である。

⑥ 教員機材についてどのように考えているか

→できれば、ＪＩＣＡから支援をお願いしたい。

⑦ 看護教育は保健省と教育省の両方の責任においてなされているのか

→なされている。

（2）バックマイ病院訪問（14:00）

院長・副院長・経済担当・看護部長など出席のもとに話し合いがもたれた。
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（日本側団長）

病院をよくするのは看護であると考えている。しかし、現在、この病院で進行している

日本のプロジェクトについては話し合いをするつもりはない。看護管理を軸にして、ヴィ

エトナム全体の看護の質を高めるために話し合いをしたいので、自由に発言してほしい。

（院長）

今まで看護婦の役割を間違って考えていた。保健省でもＷＨＯでも今年のテーマが看護

であった。私どもも看護が非常に重要であると認識した。バックマイ病院では現在、500名

の看護婦がおり、うち 250名の再教育が済んでいる。近い将来、500名全員の再教育を済ま

せたいと思っている。幸いなことにバックマイ病院には付属看護学校があるので、よい教

育ができる。ヴィエトナムの看護の現状を話したい。

1） 看護婦不足

特に大きな病院では非常に深刻である。バックマイ病院では医師と看護婦の割合が医

師１人に対し、看護婦 1.46人であり、いかに不足かがわかる。2000年までに医師１人に

対し、看護婦２～３人に増やしたい。

2） 質の問題

ヴィエトナムの看護婦の質は非常に低い。その原因のひとつは、患者のケアのみなら

ず、入院費の計算など雑事まで担当しているので、業務量が非常に多いことである。看

護婦は患者のケアが主目的であるべきである。優秀な医師がいても、よい看護婦がいな

ければ患者は死ぬと思う。看護の質を上げるためには、①待遇改善、②研修を何度も受

けさせる、③新規採用者と現任看護婦の再教育を同時に行うことにより、看護に対する

動機づけを徹底する。

3） 看護管理システムができていない

いくつかの病院では、看護部門が設置されていない。バックマイ病院では看護部を病

院の上級管理層に位置づけたいと考えている。看護婦は現在は医師の下でのみ仕事を

行っているが、もっと患者のニーズに応じた仕事をしてもらいたい。

4） 2000年にバックマイ病院は1320床になる。その際、看護婦を多数採用する必要があり、

その教育については日本側も支援したいという意見が多かった。

5） バックマイ病院の付属看護学校を４年制看護大学にしたい。日本からの協力形態とし

て、①専門家を招く、②研修員を日本に受け入れてほしい、③セミナー・ワークショッ

プを開催してほしい、④教材・テキストなどを共同製作・出版してほしい、⑤機材の供

与を受けたい



- 15 -

（日本側団長）

日本の看護も同じようなプロセスで進んできて、解決してきた問題ばかりなので、協力

できると思う。必要なもののひとつに看護婦の待遇改善がある。日本の病院の収入システ

ムを学んでほしい。日本では、看護婦の数が法律に基づいていれば、収入が多く入るよう

なシステムになっている。ヴィエトナムにもこのようなシステムがあると、病院の収入も

増すので看護婦の待遇改善につながる。

［コメント］

保健省でもバックマイ病院の話し合いでも、看護婦のレベルアップ、数の確保が医療のレ

ベルアップにつながることを確信していた。また看護婦の再教育コースには、他病院（地方を

含む）の看護婦も受け入れて積極的に行っている。非常に喜ばしいことは、１月に訪問した

時、看護部長が新しい看護体制（Comprehensive Nursing）を試行していたが、患者のケアに効

果的であるという結果が出て、保健省がハノイの９つの病院に試行する指示を出し、実施さ

れ始めたということである。できるだけ早急にプロジェクトチームが支援できる方法を見つ

け出すことが必要だと思われる。

（3）ドンダ病院訪問（15:30）

Bs. Ho Thi Minh（Director）、Bs. Nguyen Bich Dao（Vice Director）、Ms. Le Thi

Mao（Chief Nursing）と面談、および院内見学

ベッド数 240の総合病院で、医師 84人、看護婦 19人、看護補助者 34人、その他の職員

あわせて 245人。

内科病棟は100床で、循環器系・呼吸器系疾患が多い。感染症病棟35床で肝炎が多い。小

児科病棟30床で呼吸器系が多い。外科 25床で交通事故が多く、１週間で 100～ 150人が入

院する。伝統医学病棟が 15床で慢性疾患が多い。

地域の中核病院であることの意識をもって活動している。ＩＣＵに頭部外傷の患者が１

年近くも意識不明で入院している。

看護婦の教育は各科でそれぞれ行っているが、必要に応じてバックマイ病院に再教育を

依頼することもある。

院内見学したところ、100年前に教会として建てられた建物を使用しているので、非常に

古いが清潔に保たれている。要望としては、建物を建て替えてほしいとのことであった。

［コメント］

院長、副院長とも女性で柔らかい雰囲気であり、こちらから質問したが、建物の建て替え
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のほかは、機械が欲しいなどの要請はなかった。ＪＩＣＡの仕事をよく理解していないのか

もしれない。

〈面談録：1999年８月 18日〉

（1）国立ナムディン高等医学校訪問（10:30）

面談者：Dr. Do Dinh Xuan（Director, Nam Dinh Medical High School）、

Dr. Dinh Ngoc De（Vice Director）ほか、設備課長、各課担当教師

1） 校内視察

校内視察を 20分間行った。学生寮３棟を建築中であり、１月に訪問した時、学長が話

していたことが実行されていた。６教室（看護基礎実習室）は、新しい機材は見当たらな

かったが、きれいに整理整頓されているのには驚いた。Language Laboratory（英語）も

整備され、生理学教室には約30台の顕微鏡が自己資金にて準備されていた。新しく入っ

た機材としては new modelのエコーの機材が見られた。1986年にＵＮＩＣＥＦの援助で

備えられた滅菌消毒器があったが、非常によくメンテナンスされていた。全体に新しい

学校を設立しようという意気込みが校舎の整備にも表れていたように思う。

2） 面談内容

a） ＪＩＣＡに支援を期待すること

①ヴィエトナム政府から供与された 3.5ha（前回は４ haと話された）に校舎を建てるこ

とへの援助

５階建ての建物の中に教室と基礎実習室、650席の講堂ならびにスポーツ施設等。現

校舎は図書室および学生が自由に使えるような空間として残しておく。

②教育、教材の供与

b） 何故ナムディン高等医学校を４年制大学にしたいか

本看護学校は北部一帯の医療機関で働く看護婦を養成するためにレベルアップをし

なければならない。ヴィエトナムにはいまだに看護大学がないので、当校を近代的な

他の模範となるような学校とする必要がある。当校の重要な役割として下記の２点が

ある。

①大学卒業レベルの看護婦の養成

②全国の看護教員の養成

※詳しいことはレポートを読んでほしいと繰り返す。

1999年７月 13日に副首相が学校を視察し、４年制大学とすることを認め、首相に申

し入れることを約束した。そして、すでに日本大使館にApplication Formを提出した。

また、ＪＩＣＡの無償資金協力を受けるためのプロジェクトチームを立ち上がらせた。
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メンバーは学長・副学長・事務官・保健省設備課長である。

c） 当方からの質問

①４年制大学にしたときの教育目標

・質のよい、物事を論理的に考えることができる看護婦を育てたい

・看護婦に適した資質を育てる

・科学的な考えをもてる看護婦

・専門的知識を深める

・国民の疾病を予防し、健康を守ることができる

②教員の養成については具体的にどのように考えているか

→アメリカのＮＧＯの援助で 2000年・2001年の２年にわたり、夏季に３カ月ずつ指

導教員が着任することになっている。日本の側にも大学レベルで教えてもらえる

教師を派遣してもらいたい。

③機材についてはどのように考えているか

→できればＪＩＣＡから支援していただきたい。

たとえばどんなものか

→人体模型など

④学生の募集について

→今年は募集しない予定である。

※現在、学生に１人１カ月40万ドンの国庫補助が出されている。学生数は 2000人で

あるので、かなり多額のお金が出ている。

d） 日本側からのコメント

日本が支援する場合は、建物を建てるだけの援助はよくないと思っている。教育の

レベルアップにつながるような支援をしたい。この要請については日本政府が決定す

るが、そのためには何回も調査する必要があるので協力してほしい。大使館とよく話

し合って今後の進め方を決めたい。

［コメント］

確かに４年制大学にしたいという強い意欲が認められ、教師もそれを望んでいる。学校の

整備も格段によくなっていた。古い学生寮はまだ残っていたが、新しい学生寮３棟が建設中

で、学生の学習環境も整えられつつあるので、できれば建物の補修と最小限の拡充と並行し

て教育内容の充実に支援できれば、と考える。
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〈まとめと援助スキーム〉

（1）まとめ

保健省、バックマイ病院、ナムディン高等医学校との話し合いのなかにもたびたび出て

きたように、ヴィエトナムにおいては保健医療分野のレベルを上げるためには看護のレベ

ルを上げなければ駄目だという意見が大勢を占め始めていることがわかる。しかし数の問

題、教育（学生、教員、現任看護婦の再教育全般）の問題、賃金を含む労働問題など、多く

の面を改善する必要性は認めながらも、看護婦の数の算定基準が、医師１人に看護婦何人

という考え方がおかしいと気づいていない。

バックマイ病院で日本の看護管理の専門家は、院内で現在３回目のワークショップを開

き、看護婦自らが、バックマイ病院の看護は“not very good”だと気づかせ、「何故なの

か」と分析させ、今後「どうすればよいか」に考えを進ませる方向に向かっていて、すばら

しいことだと評価したい。

ヴィエトナムではいまだに医師も看護婦も患者にあまり目を向けていないように思われ

る。

看護婦のみレベルが低い、働かないと言われても、国全体が生命の尊厳を真剣に考える

ことをしなければ、効果が上がらない。

しかし保健省とＷＨＯでまとめたレポートの中にも見られるように、看護の現状を分析

し、今後必要と思われる教育計画を打ち出してあるのと、国際看護協会からも、これから

のヴィエトナムの看護をどのようにすべきかが、話し合いにみえていたし、アメリカのボ

ランティアが 2000～ 2001年に夏の３カ月間、ナムディン高等医学校で教員を指導する計画

が進んでいるなど、かなり速い速度で看護の改善が行われようとしているのは確かである。

ナムディン高等医学校では新しい校舎を建ててほしいという要望が非常に強いが、現在

の建物も傷みの激しい部分（基礎看護実習室など）の補修をすれば、まだ十分使用に耐える

と考えられる。大講堂、体育館、プールなどは教育内容が充実してからでよいのではない

か、と考える。

（2）考えられる援助スキーム

1） バックマイ病院で活躍することになるプロジェクトチームと協力して、ヴィエトナム

の看護婦も医師も欲している「看護管理」、「看護教育」、または「感染防止」などにテーマ

を絞り、日本からも２～３名の発言者を送ってワークショップを開き、意見交換を行う。

2） ナムディン高等医学校に短期の専門家を送り、学長は、大学教員と大学生を教育でき

る教師でなければ必要ないと言ったが、実際に中に入ってどのようなレベルなのかを

知ってから、さらに長期の専門家を送れるかを検討する。それと同時に、日本で作製さ
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れた教材、特に実技に関するビデオなどが使用できないかも検討する。

3） 日本で研修を受けた看護婦も少なくないので、ワークショップには、運営に積極的に

参加できるよう保健省に協力を要請する。

4） 日本での研修を希望している、「看護管理」、「看護教育」、「院内感染防止」のコースを

ヴィエトナム、ラオス、カンボディアの３国混成で立ち上げる。

３－３　リプロダクティブヘルス

（1）国家保健政策と計画

2000年以降の保健政策、計画はいまだ公表されておらず、原案を作成中の模様である。

リプロダクティブヘルス関連

現行プロジェクトの実質的活動面におけるカウンターパートである省レベルの母子保

健／家族計画センター（ＭＣＨ／ＦＰセンター）の位置づけ、役割そして組織に関する保健

省の修正案が 1999 年 12 月に開催予定の国会での承認待ちとの情報であった（リプロダク

ティブヘルスプロジェクト・勝部チーフアドバイザーにフォローアップ依頼）。

（2）ＪＩＣＡ・リプロダクティブヘルスプロジェクト

1） 面談結果

別紙３面談結果総括表参照。訪問先および面談者＊（別紙４）すべてが当該プロジェクト

の活動の詳細にまでわたって認識しているのみならず、当該プロジェクトの進捗および成

果に対して高い評価を与えていた。そのなかでも、特に日本人の長期／短期専門家がゲア

ン省において実施している技術協力と対象地区（８郡、2 4 4 コミューン）のすべてのコ

ミューンヘルスセンター（ＣＨＣ）に対する研修・機材供与および施設改善用の材料提供と

いうパッケージ方式に対して、面談者から異口同音に高い評価を受けた。また上記の訪問

先および面談者＊からプロジェクト期間の延長と地域の拡大をすべきとの要望・助言を受

けた。ゲアン省の人民委員会からはプロジェクトの拡大・継続に対する要望書が計画投資

省／保健省に提出されている（別紙５）。プロジェクトの継続・拡大に関しては計画投資省、

ゲアン省はゲアン省内のみの継続、拡大であったが、保健省のＭＣＨ／ＦＰ局は他の省に

対する拡大を望んでいる。ＵＮＩＣＥＦの保健担当者はゲアン省内での継続、拡大案を

もっていた。

内容的には栄養プログラムをぜひとも入れてほしいという希望がゲアン省側から出され

ている。子供または女性・妊婦の栄養プログラムであればどちらでもよいとのことであっ

た。また、参考意見としてゲアン省ＭＣＨ／ＦＰセンター所長（リプロダクティブヘルスプ

ロジェクト活動の実質的ゲアン省側のカウンターパートで、省レベルのプロジェクトの運
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営委員会委員長）からは、現在のヴィエトナムにおいては、人口増加抑制と家族計画に焦点

があたりすぎ、母子保健の部分に予算が回らないとの指摘があり、このＪＩＣＡのプロ

ジェクトはできれば今後もリプロダクティブヘルスの母子保健分野に焦点をあてる方向で

実施してほしいとの要望であった。

2） プロジェクト実施期間

1998年７月に実施された計画打合せ調査団の報告書にもあるとおり、当該プロジェクト

の期間が短すぎることが問題となっている。日本人長期専門家がゲアン省に赴任してまだ

２年にも満たない。活動の柱のひとつである 244コミューンの助産婦を中心とするＣＨＣ

スタッフの再教育（10コース）の完了が 1999年 11月であり、再教育の成果の定着を図るた

めのモニタリング・訪問指導を行い、自立に向けて、モニタリング、技術指導方法を省、郡

のリプロダクティブヘルス責任者たちに技術移転する時間的余裕は、残念ながら現行のプ

ロジェクト期間中には残っていない。

3） ＪＩＣＡ

ＪＩＣＡの東京サイドとして、橋爪団長からヴィエトナム側に次のような説明があった。

ＪＩＣＡの協力形態としては、プロジェクト対象地域を変更して（今回の場合はゲアン省で

はなく他の省を対象として）、以前実施したプロジェクトと全く同じ協力活動をすることは

通常ない。また継続でなく新規立ち上げの場合は単純な地域拡大にとどまらず、新しいコ

ンポーネントを入れることが考えられる。

ＪＩＣＡヴィエトナム事務所として地曳所長からは、プロジェクトの効果を定着させる

ためには時間がかかる。その意味でもプロジェクトの活動を続ける必要がある。また、ゲ

アン省の要請により青年海外協力隊（ＪＯＣＶ）の派遣を準備中。現行のリプロダクティブ

ヘルスプロジェクトを念頭に置きながら準備をしている。今後どのような形でリプロダク

ティブヘルスプロジェクトが推進されようとも、現場を１年間も、まったく空けてしまう

ようなことのないような配慮がなされるべきであるとのコメントがあった。

〈提言〉

（1）プロジェクトのフェーズ IIの立ち上げ

ゲアン省から提出された書面での要請とそれに対するヴィエトナム側援助受入調整・関

係機関の強い支持および現行プロジェクトの実施期間が不十分である背景を考慮し、また、

日本側のカウンターパートであるＮＧＯのジョイセフが、今後もヴィエトナムのリプロダ

クティブヘルスプロジェクトについてＪＩＣＡに全面的に協力する意思があるということ

を表明しつつ、現行のリプロダクティブヘルスプロジェクトの対象地区を中心として、ゲ

アン省内の他の郡にもプロジェクトを拡大する方向で、プロジェクトのフェーズ IIを立ち
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上げることを提案する。

（2）カウンターパート

プロジェクトのフェーズIIはゲアン省のプライマリー・ヘルスケア・アプローチによる

リプロダクティブヘルス活動推進に関する能力の強化をめざす。日本人専門家の技術協力

もゲアン省におけるリプロダクティブヘルス活動の継続性と自立発展性を図る方向で実施

する。したがってカウンターパートは現行のままゲアン省人民委員会とする。

（3）国レベルを含む他地域への拡大の可能性

保健省から要請があった他地域の拡大を含め、国家レベルのリプロダクティブヘルス行

政に対し、新規プロジェクトが貢献できる可能性については、1999年 12月に派遣が予定さ

れている現行プロジェクトの終了時評価調査団、およびフェーズ IIの立ち上げが可能であ

れば、その準備段階において検討されることを期待する。その際、ジョイセフというＮＧＯ

との連携プロジェクトの特徴を生かし、あくまでも草の根の住民に直接プロジェクトが届

く点にあることを十分考慮に入れることが望ましい。１人１人の住民に視点をあわせたプ

ロジェクトの推進と、国家レベルの保健行政に何らかの貢献をひとつのプロジェクトに同

時に期待するのは、困難を伴う。

（4）ゲアン省内における対象地域の拡大と省内の南南協力

ゲアン省の人民委員会からはゲアン省全体にプロジェクトを拡大してほしいという強い

要望が出されている。今後は現行のプロジェクトでカバーしている８郡に対するプロジェ

クト活動の浸透と定着を図りながら、ゲアン省内の他の郡に対してもプロジェクト活動を

拡大することを提案する。拡大にあたっては、現行プロジェクトでカバーしている８郡の

うち、比較的よい成果があがっている郡を中心に新拡大地域に対するゲアン省内の南南協

力を実施することにより人民委員会、保健局、そしてＭＣＨ／ＦＰセンターを中心とした、

ゲアン省のリプロダクティブヘルス・サービスの質の向上をめざす。

（5）アプローチ

ＮＧＯであるジョイセフとの連携によって実施されているこのプロジェクトの特徴のひ

とつは、プロジェクトが草の根の住民に直接裨益することをめざしているところにある。

現行プロジェクトはそのための第一段階として、住民に一番近い医療サービスの質の向上

をめざした。現行プロジェクトによって８郡すべて（244）のＣＨＣは、住民、特に妊婦・母

親に対するリプロダクティブヘルスサービスの質の向上に向けての必要な教育および機材
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を供与されている（パッケージアプローチ）。

フェーズ IIにおいても、現行プロジェクトで採用されている、草の根に焦点をあてたプ

ライマリー・ヘルスケア・アプローチの特徴を生かす方向でプロジェクトが実施されるべ

きと考える。今後は、従来実施してきた女性連合をはじめとする地域組織との連携をさら

に推進することにより、住民、特にゲアン省の女性と子供たちがプロジェクトによってよ

り直接的に裨益することが可能となろう。

（6）継続性

また、せっかく現行のリプロダクティブヘルスプロジェクトによって得たモメンタムを

失うことなく、フェーズ IIにつなげることが重要になる。現行プロジェクトとフェーズ II

の開始との間に大きな時間的空白が生じないような配慮が必要とされる。時間的な空白が

生じざるを得ない場合はその間、長期または短期専門家派遣がつなぎとして必要とされよ

う。（対策の具体例は別紙６参照）
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別紙３

面談結果総括表

現行プロジェクトに対するコメント
プロジェクトの将来方向

期　　間 対象地域 プロジェクトの活動

計画投資省（ＭＰＩ）

対外経済局

保健省 国際協力局

（ＭＯＨ）

母子保健・

家族計画局

ゲアン省

子供の栄養改善プログラムを入れてほ

しい。

子供（５歳以下）または女性、妊婦の栄

養改善プログラムを新しいコンポーネ

ントとして入れてほしい。

大きな成果を収めている。

特に日本人専門家による技術協力、ゲ

アン省の人材養成、日本におけるカウ

ンターパート研修、機材供与が効果的。

この成果を今後ともぜひ生かしたい。

成功している。

日本人専門家が現地に溶け込んで活躍

している。ゲアン省側は満足している。

成功している。評価高い。モデルとし

て広がる可能性ある。

カウンターパート研修よい。プロジェ

クト以外の人材も日本での研修に参加

させたい。

このリプロダクティブヘルスプロジェ

クトは大変誇りにしている。

コミューンヘルスセンター（ＣＨＣ）の

中には研修、機材供与そしてトイレ、浴

室を中心とする材料の提供により見違

えるようになったところもあり、「夢み

たいだ」と感想を述べるスタッフもい

る。

日本人長期・短期専門家の技術協力は

成功している。

ヴィエトナム南部へのスタディーツ

アーは大変効果的であった。

リプロダクティブヘルスの定着には時

間がかかる。

新規案件でもよいので活動を継続して

ほしい。

ゲアン省から新規リクエストがあがっ

た場合は100％支持する。

2000年５月で終了予定だが、ゲアン省

の人民委員会から延長要請があった。

ＭＯＨとしては全面的に支持する。

延長必要。

ぜひとも活動を継続してほしい。

1999年８月10日付でＭＰＩとＭＯＨに

このプロジェクトの継続と拡大の要請

を提出した。

ゲアン省の中で拡大してほしい。

ゲアン省が消化できる能力に応じて日

本からの投資は行ってほしいが、ゲア

ン省は貧しいので、日本の投資が多す

ぎるという心配は不要。

ゲアン省の中で拡大すると同時に、ゲ

アン省のプロジェクトをそのまま他の

山岳地域の省に拡大してほしい。

できればゲアン省全体をカバーしてほ

しい。

ＵＮＨＣＲがプロジェクトを実施して

いるキー・ソン郡やその他の２～３の

山岳僻地に対する技術協力はゲアン省

のスタッフが実施するが、機材とＣＨ

Ｃスタッフの再教育はすべての郡を対

象に実施してほしい。
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ユニセフ（ＵＮＩＣＥＦ）

国連人口基金（ＵＮＦＰＡ）

低体重児の出生防止

（妊婦の栄養対策）

ＵＮＩＣＥＦ／ＷＨＯの協力で妊婦用

複合ビタミン剤を製造。これを効果的

に使用することで低体重児の出生を低

減させることが可能になると予測され

る。ゲアンのリプロダクティブヘルス

プロジェクトがこのコンポーネントを

入れるのであれば、全面協力する。

ＪＩＣＡのリプロダクティブヘルスプ

ロジェクトは他のプロジェクトより成

功している。

理由：

－日本人長期専門家がゲアン省に滞在

していることでフォローアップが十

分なされている。

－参加型の手法がうまく取り入れられ

たことにより、プロジェクトに対す

る関係者のオーナーシップが強い。

－日本人専門家の経験・知識が実践的

で役立つ（ユニセフの活動にも一部

取り入れた）。

ＵＮＦＰＡの代表の交代時期であった

ことと、担当者が不在でプロジェクト

に関する意見を聞くことができなかっ

た。

今プロジェクトを終了してしまっては

あとに何も残らない。ぜひともプロ

ジェクトの継続が必要。

ＵＮＦＰＡは2001年から新しいカント

リープログラムを実施予定。

ゲアン省内部での拡大。

次のサイクルにおいてゲアン省はＵＮ

ＦＰＡのプロジェクト対象地域にはな

らない。
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別紙４

面談者リスト

1） 計画投資省（ＭＰＩ）

Dr. Duong Duc Ung, General Director, Dept. of Foreign Economic Relations

2） 保健省（ＭＯＨ）

Dr. Trinh Bang Hop, Director, Dept. of International Cooperation

Dr. Tran Phuong Mai, Deputy Director, Dept. of MCH/FP

Dr. Nguyen Phi Tuyen, Expert, Dept. of International Cooperation

Ms. Mai Thi Thanh, Expert, Dept. of Planning

Dr. Nguyen Thanh Long, Expert, Dept. of Preventive Medicine

3） ゲアン省人民委員会

Ms. Nguyen Thi Han, Vice-Chairperson, People's Committee

4） ゲアン省保健局

Dr. Pham Ung, Director

Dr. Tran Thi Thien, Deputy-Director

5） ゲアン省リプロダクティブヘルスプロジェクト

勝部まゆみ　チーフアドバイザー

岩柳信也　調整員

渡邉一代　専門家（助産婦）

6） ゲアン省ＭＣＨ／ＦＰセンター

Dr. Mui, Director

Dr. Tan, Deputy-Director

7） 国連人口基金（ＵＮＦＰＡ）

Mr. Vu Cong Nguyen, Programme Officer

8） 国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）

Dr. Victor Cole, Project Officer - Health

Dr. Nguyen Minh Tuan, Project Officer - EPI

9） 日本大使館

井村久行　二等書記官

10）ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

地曳隆紀　所長

畠山敬　次長

渡部晃三　職員
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別紙６

現行プロジェクトと新規プロジェクトの間に少し長い空白が生じた場合の対策（案）

仮に、2001年度に新規プロジェクトが立ち上がるような場合には、2000年５月 31日の現行プロ

ジェクト終了から 2001年の年初にプロジェクトが開始されると仮定しても、１年近い空白が生じ

てしまう。この場合の対策として、2000年度に２回程度の短期専門家派遣と１回の調査団（事前調

査と長期調査を合わせたもの）の派遣を実施する。短期専門家は１回に２人で、１～２カ月程度を

２回派遣する。派遣目的はプロジェクトのモニタリングおよび新規プロジェクトに対する現地の

要望調査。この短期専門家派遣は現行のプロジェクトのチーフアドバイザーを中心に、次期プロ

ジェクト専門家候補者を巻き込みながら実施する。２回の短期専門家派遣ののちに調査団を派遣

する。調査団は事前と長期の性格をもたせるため、２グループに分かれ、１～２週間で調査が終

わるグループと、その後１カ月程度を使いＰＣＭワークショップを実施しながらＰＤＭを作成し、

プロジェクト候補地区の選定、実施にあたっての組織編成、カウンターパートの役割分担等の確

認なども行う。

また、この間にカウンターパート研修をぜひ繰り上げ実施したい。昨年末、活動の実質的なカ

ウンターパートであり、ＪＩＣＡのプロジェクトオフィスも置かれているゲアン省のＭＣＨ／ＦＰ

センターの所長が交代した。新所長はすでにカウンターパート研修を終了したが、この人事交代

に伴い、２名の新しい副所長が任命され、リプロダクティブヘルスプロジェクト推進の中核と

なって活躍し始めている。この２人の副所長がプロジェクトのフェーズIIが立ち上がる前に日本

での研修を終えることができると、今後のプロジェクトの展開に大きな力を発揮すると考えられ

る。



- 29 -

３－４　その他

都市保健分野について、ハノイ市保健局へ派遣中の大石専門家より人口動態統計の資料等をも

とに現状を聴取した。専門家はハノイ市の都市保健行政体制の強化のための活動に着手したとこ

ろであるが、現時点において、都市保健をさらに向上させるための具体的な課題は定まっていな

い。今後の専門家活動を通じて投入効果が期待できる課題が見出せれば、プロジェクト形成に結

びつけたい。

感染症対策分野については、行政官の人材育成の要望があり、具体的には国別特設研修の要請

があげられていた。また、麻疹対策については、麻疹ワクチンを自国生産する意欲が大きく、無

償資金協力による生産工場整備の要請も出されている。技術的に自国生産が可能か否かの判断は、

本年９月に予定されているＷＨＯ技術ミッションの報告を待つこととしたい。ＷＨＯヴィエトナ

ム事務所は、自国生産の推進はＷＨＯの方針に適うが慎重に進めるべきとの意見であった。なお、

自国生産で利用が計画されているワクチン株は本邦北里研究所の保有株であるので、自国生産が

可能ということであれば、必要な技術協力課題や手順について検討したい。ＵＮＩＣＥＦ事務所

は自国生産推進に賛意を表明した。

チョーライ病院においては、心臓外科開設の希望があり、心臓血管撮影装置、手術室用モニター

装置、対外循環装置、術後モニター装置など必要な装置を自主購入していたが、患者の生命と直

結する技術であるので、試行段階の協力はＯＤＡのスキームで行うことはできないこと、術後管

理技術等、手術技術以外の総合的技術を高めることのほうが先決課題であること、ヴィエトナム

人の平均月収が十数ドル（16万 5000ドン）であり、政府に高額医療をカバーする保険制度の構想も

ない現状で、平均月収の 100倍以上のコストを要する医療の協力はＯＤＡのスキームでは難しい

ことを説明した。
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４．提　言

本調査団においては、多岐にわたる分野について調査を実施し、協力の意義が大きい分野が多

数あることを確認したが、物理的にすべての分野に即時対応することができない以上、優先的に

行う意義が大きい事項からステップバイステップで要請に応えていくことになるであろう。なお、

いずれの訪問先においても、基礎調査団へ発される要望事項は無償資金協力、国別特設研修など、

ＯＤＡのあらゆるスキームにわたるものが混在しており、プロジェクト方式技術協力へ結びつけ

る距離には長短があった。

調査分野において最も実現性が高く、優先的に行う意義が大きい分野はリプロダクティブヘル

ス分野であろう。すでにゲアン省においてプロジェクト方式技術協力を行った実績があり、プロ

ジェクト成果を確実なものとするためにも、できる限り早急に現行プロジェクトの成果を発展さ

せる方向でプロジェクトを形成し、次期フェーズプロジェクトとして立ち上げることが重要であ

る。

プロジェクト方式技術協力形成には時期尚早であるが、できる限り早く何らかの協力を開始す

ることに意義がある分野は、食品衛生分野である。食品衛生を強化するための新たな行政組織が

設置されたばかりであり、本分野の技術移転についてのカウンターパートの意欲は非常に強い。

看護計画分野については、まもなく開始予定のバックマイ病院プロジェクトにおいて看護管理

についての協力が始まることもあり、看護人材育成についても重要な関心事項である。看護人材

育成機関（高等医学校）の改善計画が進められているなか、わが国がアドバイスできる余地も大き

いと思われる。短期専門家の派遣等にて対応したい。

その他の分野については、特に直ちに着手する必要はないが、いずれも重要な分野であるので、

注意深く動向を見守る必要があろう。
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